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国と地方における人口ビジョン・総合戦略の構成（イメージ）
長期ビジョン【2060年まで】

国

都
道
府
県
・
市
町
村

Ⅰ．人口減少問題の克服
◎2060年に１億人程度の人口
を確保

◆ 人口減少の歯止め
・国民の希望が実現した場合
の出生率（国民希望出生率）
＝1.8

◆ 「東京一極集中」の是正

Ⅱ．成長力の確保
◎2050年代に実質GDP成長率

1.5〜2%程度維持

総合戦略【2019年度までの５か年】

地方人口ビジョン
【2060年までを基本】

Ⅰ．人口の現状分析
・人口動向や将来人口推計の分
析

Ⅱ．人口の将来展望
・目指すべき将来の方向性や施
策の方向性を踏まえた人口の
将来展望

地方版総合戦略【2019年度までの５か年】

中長期展望 基本目標 政策パッケージ

中長期展望 基本目標（注１）と基本的方向（注２）

地方における安定した雇用を創出する
 若者雇用創出数（地方）

2020年までの５年間で３０万人 等

地方への新しいひとの流れをつくる
現状：東京圏年間10万人入超
◆ 地方・東京圏の転出入均衡（2020年）

・地方→東京圏転入 ６万人減
・東京圏→地方転出 ４万人増

若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
 結婚希望実績指標 80％（2010年68％）
 夫婦子ども数予定（2.12）実績指標 95％

（2010年93％） 等

時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守
るとともに、地域と地域を連携する
 地域連携数など
※目標数値は地方版総合戦略を踏まえ設定

地方移住の推進：年間移住あっせん件数11,000件

企業の地方拠点強化：拠点強化件数7,500件、雇用者数４万人増加

若い世代の経済的安定：若者就業率78%（2013年度75.4％）

妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援
：支援ニーズの高い妊産婦への支援実施100%

地域の中核企業、中核企業候補1,000社支援：雇用者数８万人創出

地方大学等活性化：自県大学進学者割合平均36%（2013年度32.9％）

ワーク・ライフ・バランス実現：男性の育児休業取得率13%（2013年2.03％）

「小さな拠点」の形成：「小さな拠点」形成数

定住自立圏の形成促進：協定締結等圏域数（140圏域）

既存ストックのマネジメント
：中古・リフォーム市場規模20兆円（2010年10兆円）

農林水産業の成長産業化 ６次産業市場10兆円：就業者数５万人創出

訪日外国人旅行消費額３兆円へ（2013年1.4兆円）：雇用者数８万人創出

（注１）実現すべき成果（アウトカム）に係る数値目標を
設定（定性目標の場合は客観的な指標を設定）

（注２）目標達成のために講ずべき施策の方向を記載

地方への新しいひとの流れをつくる

具体的な施策
※施策ごとに重要業績指標（KPI）を設定。

時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守る
とともに、地域と地域を連携する

若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

地方における安定した雇用を創出する
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ア 人口動向分析

イ 将来人口の推計と
分析

地方人口ビジョンの策定イメージ

ウ 人口の変化が地域の
将来に与える影響の
分析・考察

・国の「長期ビジョン」を勘案しつつ、人口の現状を分析し、今後目指すべき将来の方向と人口
の将来展望を提示。

・対象期間は長期ビジョンの期間（2060年）を基本。（地域の実情に応じた期間の設定も可）

１．人口の現状分析 ２．人口の将来展望
ア 将来展望に必要な調査・分析

（住民の結婚・出産・子育てや移住に関する意識・希望等）

イ 目指すべき将来の方向
（目指すべき将来の方向性や住民の希望を実現するための

基本的な施策の方向性）

ウ 人口の将来展望
社会増減

総人口や年齢３区分別人口等の将来を展望

（総人口や年齢３区分別人口、出生数、死亡数、
転入数、転出数等の時系列の状況を分析）

（出生率や移動率などについて仮定値を変えた
総人口推計の比較や将来人口に及ぼす自然増
減・社会増減の影響度の分析）

自然増減
（希望出生率などに基づく

出生率等）
（移住希望などに基づく

移動率等）
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人口の現状分析のイメージ

人口の変化が地域の将来に与える影響の分析・考察
○現状の傾向のままで人口が推移した場合の、将来の地域住民の生活や地域経済、地方行政

に与える影響について分析又は考察
（例：民間利便施設の立地、公共施設の維持管理等への影響、生産年齢人口の減少による地方財政への

影響等）

将来人口の推計と分析

人口動向分析
○総人口や年齢３区分別人口、出生数、死亡数、転入

数、転出数等の時系列の状況を分析

○性別・年齢階級別の地域間の人口移動の状況を分析
（例：●歳の▲県への転出超過が大きいことが社会減に大き

な影響を及ぼしている）

○産業別の就業状況や雇用状況など人口動向に関連す
る事項についての分析

○出生率や移動率などについて仮定値を変えた総人口
推計の比較

（例：出生率の上昇及び人口移動の均衡により●年後の
総人口は●万人程度を維持する）

○将来人口に及ぼす自然増減、社会増減の影響度の
分析

＜イメージ＞

南関東（１都３県）への転出の割合が高い。

＜イメージ＞

出生率の上昇及び人口移動の均衡により、将来の
総人口の減少幅が縮小する。

例：北海道のブロック別純移動者数

例：北海道のパターン別将来人口推計
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目指すべき将来の方向
・人口減少克服に向けた現状と課題を整理し、

人口に関して目指すべき将来の方向を提示

将来展望に必要な調査分析
・住民の結婚・出産等に関する意識や希望
・地方移住の現状や希望
・大学等卒業後の地元就職の現状や希望
・圏域単位の地域連携

人口の将来展望のイメージ

・将来展望の期間は長期ビジョンの期間（2060年）を基本
※国立社会保障・人口問題研究所の推計期間である2040年等、地域の実情に応じた期間の設定
も可。

人口の将来展望

施策の効果によっ
て人口の減少が抑
えられる

＜イメージ＞

社会増減
（移住希望などに基づく移動率等）

自然増減
（希望出生率などに基づく出生率等）

人口の将来を展望する
・総人口や年齢３区分別人口等の将来展望を行う

※展望期間終期及び総合戦略の設定年度である２０２０年を含む
途中年次の結果を記載

＜イメージ＞

施策の効果によっ
て老年人口比率を
抑えられる
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地方人口ビジョン策定等のプロセスのイメージ

人
口
の
現
状
分
析

今後国から必要に応じ
データを提供

地方公共団体による
独自の調査・分析

※地方公共団体が必要と判断する場合において
独自に調査を実施（既存調査の活用もあり得る）

「地域経済分析システム」における「人口マップ」に
推計データ等を可視化

人
口
の
将
来
展
望

地
方
版
総
合
戦
略

地方人口ビジョン
国が提供したデータ、ワークシート
・都道府県別 総人口、年齢別（年齢3区分別）人口
・ワークシート（ﾊﾟﾀｰﾝ1～3、ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ1～2） ほか

（平成26年10月20日）
・都道府県別 結婚・出産等に関する意識
・ワークシート（ﾊﾟﾀｰﾝ4） ほか

（平成27年1月28日）

5



地方版総合戦略において記載する事項の参考例①

１．地方における安定した雇用を創出する
(１) 基本目標【参考例】
雇用創出数：５年間で●●人 就業者数：５年間で●●人

(２) 講ずべき施策に関する基本的方向【参考例】
○ 地域の産業構造や自然環境等を分析した上で、農業や観光業など、雇用機会の確保や創出につながる地域の特性を生かした
産業政策に取り組む

○ 多様な知識や経験を有する人材の大都市圏からの環流や、潜在的な労働供給力の活用も含めた地元の人材の育成・定着など
を通じて、地域産業を支える人材の確保を図る 等

(３) 具体的な施策・施策ごとの重要業績評価指標【参考例】

※ 基本目標や重要業績評価指標（KPI）の参考例は、国の総合戦略における基本目標・重要業績評価指標のほか、地方公共団
体が総合計画等において使用している実例も含め、参考として記載しているもの。以下同じ。

具体的な施策 重要業績評価指標（KPI)

地域経済雇用戦略の企
画・実施体制の整備

成長分野において中核企業となり得る企業に対する集中的な
支援（経営戦略策定、商品開発、販路拡大等への支援）

支援によって中核企業化した企業
数：●●社

地域産業の競争力強化
（業種横断的取組）

認定した新規創業者に対する経営アドバイスや融資等の支援 支援件数：●●件

創業者の資金調達の円滑化（無担保・無保証人の融資） 新規融資件数：●●件

ニッチトップ企業に対する支援（連携先の紹介、研究開発・
事業化への助言等） 支援対象企業数：●●社

海外でのプロモーション活動等の強化 外国企業の誘致件数：●●件

地域産業の競争力強化
（分野別取組）

人材育成・IT化・物流の効率化の推進等を通じたサービス産
業の生産性向上

第3次産業の就業者1人当たりの総生
産額：●●円

農作物の新たなブランドの育成・認証とPRの推進 農業産出額：●●円

抜粋
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地方版総合戦略において記載する事項の参考例③
３．若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

(１) 基本目標【参考例】
出生数：５年間で●●人 合計特殊出生率：５年後に●● 婚姻数：５年間で●●件

(２) 講ずべき施策に関する基本的方向【参考例】
○ 若者が希望どおり結婚し、子どもが持てるよう、若い世代の経済的安定を図る
○ 子育て世代包括支援センターの整備や周産期医療の確保などを通じて、妊娠・出産・子育てについて、切れ目のない支援を
行う

○ サービスの充実や子育てに係る負担の軽減などを通じて、子ども・子育て支援の充実を図る
○ 育児休業の取得促進や多様な働き方の普及などを通じて、ワーク・ライフ・バランスの実現を図る 等

(３) 具体的な施策・施策ごとの重要業績評価指標【参考例】
具体的な施策 重要業績評価指標（KPI)

若い世代の経済的
安定

若者に対する職業相談、情報提供、合同企業説明
会・セミナー、職業紹介等の実施 若者（20～34歳）の就業率：●●％

若者に対する職業能力開発支援
若い世代（15～34歳）の正規雇用労働者等（自
らの希望による非正規雇用労働者等を含む。）の
割合：2020年までに全ての世代と同水準

結婚支援を行う人材の相談対応力を高めるための研
修の実施 研修受講者の満足度：●●％

妊娠・出産・子育
ての切れ目のない
支援

子育て世代包括支援センター等による妊娠・出産・
子育ての切れ目のない支援の実施 支援ニーズの高い妊産婦全員への支援の実施

周産期医療体制の強化 周産期死亡率：2013年度より低下

小児医療の充実 平日夜間・休日昼夜に診療を行う小児医療機関
数：●●箇所

抜粋
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